
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｅ－ＰＡＰ（イー・パップ）  
インボイス制度への対応について 

令和 5年 10月に開始されるインボイス制度とは、消費税の仕入税額控除に関する新しい制度です。 

インボイス制度により、請求書や領収書等の様式が変更になるだけでなく、自社でインボイスを発行するた

めには、事前に『適格請求書発行事業者』の登録が必要となります。また、取引先から受領したインボイス

を適正に会計処理することなども求められます。 

ここではインボイス制度のｅ-ＰＡＰシステムの対応予定の内容についてご案内いたします。 

ｅ-ＰＡＰ（イー・パップ）での対応について 

e-PAP 財務会計システム/顧問先経理システムにて、以下の機能強化をおこないます！ 

●適格請求書発行事業者前と適格請求書発行事業者後のそれぞれでの消費税処理設定 

期中に免税事業者（課税期間の課税売上高 1,000 万円以下）が適格請求書発行事業者の登録申請書を提出

することによって、期中から課税事業者になることができます。そのため、適格請求書発行事業者前後で

消費税処理の設定をできるようにします。 

免税事業者で適格請求書発行事業者開始日以前は免税での仕訳伝票入力、開始日以後からは課税での

仕訳伝票が入力できるようになります。 



 

 

  

●仕訳伝票入力 課税仕入における適格請求書発行事業者分及び免税事業者分への対応 

仕訳入力において、適格請求書発行事業者からの課税仕入と、免税事業者等からの課税仕入を区分する

対応をおこないます。仕入取引について「請求書等有無区分」で区分できるように対応します。 

●仕訳伝票入力 仕入税額控除の経過措置の入力対応 

免税事業者から課税仕入について経過措置として一定の割合の仕入税額控除が行えます。請求区分で

「4:80%控除対象」(又は 50%)を選択した場合は金額列が３段表示になります。上段が請求書等に記載

された請求額（総支払額）を入力する欄、80％(又は 50％)を乗じた消費税額と税抜額を中段と下段に表

示します。 

 



特例により、適格請求書（適格簡易請求書）の保存を要さない取引については、一定の事項を記載し

た帳簿の保存のみで仕入控除の適用を受けることができます。そのような取引は「請求区分」に特例

の区分を入力します。 

入力した特例の文言は仕訳日記帳、総勘定元帳などの帳簿に出力されます。 

●仕訳伝票入力 帳簿のみの保存で仕入控除を受ける特例の入力対応 



 

「請求書等積上げ計算」を適用する際に、請求書等に記載された消費税額を税額として起票する必要

があります。税込入力の場合は消費税額が自動計算されて表示されますが、請求書等に記載された消

費税額に訂正できる様に消費税額を上書入力できるようにします。 

●仕訳伝票入力 「請求書等積上げ計算」への対応 

●対応時期等について 

本紙でご案内している機能を含むインボイス制度に対応した e-PAP 財務会計システム、顧問先経理 

システムは、2023 年 8⽉から段階的にリリース予定です。 

ｅ-ＰＡＰのインボイス制度対応に関する情報については 

「e-PAP インフォサイト」もご確認ください。 

また、e-PAP ユーザーラウンジでも今後多くの情報を発信していく予定です。 

●その他機能強化対応 

本紙でご案内している対応内容以外にも仕訳伝票入力、チェック処理、⽉次資料出力などでの機能強

化を予定しています。今後テクニカルセンターニュース等で対応内容についてご案内する予定です。 

 

※本紙でご案内している機能、画面は 2023 年 4 ⽉ 20 日現在の開発中の機能、画面になります。 

今後変更になる可能性がありますので、予めご了承ください。 


